
福祉部　福祉課

地域活動支援センター運営事業

令和７年度“「長久手市役所の仕事」通知表”の作成
～長久手市行政評価・外部評価～
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資料２



１　事業概要

地域活動支援センター運営事業

障がいのある方が地域の中で自立した生活を送れ
るように、創作的活動、生産活動、地域交流など
の機会を提供する場として地域活動支援センター
を設置した。

◆事業名

◆事業開始の背景
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２　事業の実施体制

課長　　　　　　　　１人

課長補佐兼保護係長　１人

障がい福祉係長　　　１人

係員　　　　　　　　６人

（うち、担当２人（主担当１人、副担当１人））

（うち、会計年度任用職員　２人）

◆組織体制、人員
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３　事業の目的①

障がいのある人が、自立した日常生活又は社会生
活を営むことができる。

◆事業のゴール（市としてどうなるのか）
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最終アウトカム



３　事業の目的②

市民　約２，０００人

地域活動支援センターにおいて人との交流や活動
を通じて、自立した生活ができるようになる。

◆事業対象（誰、何を対象にしているか）

◆対象者がどうなることを目指すか
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中間アウトカム



３　事業の目的③

◆どんな活動を行うのか
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障がいのある方が地域の中で自立した生活を送
れるように、創作的活動、生産活動、地域交流
などの機会を提供する地域活動支援センターを
運営します。
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４ 成果指標

安定した日常生活のために地域活動支援センターが役
立っていると回答した利用者の割合

令和６年度にセンターを利用したことがある利用者のア
ンケートの結果を元に設定した。
※令和６年度から指標に係る数値を確認

◆成果推移と成果目標

◆成果指標（対象者の変化をはかることができる指標）

◆指標の設定根拠
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－年度
実績

Ｒ５年度
実績

Ｒ６年度
実績

Ｒ７年度 Ｒ８年度

‐ ８８．９ ９０ ９０

（単位：％）
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５ 事業のふりかえり

◆令和６年度の活動エピソード

周知広報の工夫、活動プログラムの充実、医療との連携
強化を図ったが、利用者の多くが精神障がい者であり、
利用者同士の相性、心身の不調、送迎がないこと等の理
由で、想定以上に利用者数が伸びなかった。なお、地域
活動支援センターを利用しなくなった人の中には、次の
ステップとして就労継続支援事業につながった人もいる。
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◆事業開始からの主要なエピソード



６ 課題分析①

◆目標達成のために対処が必要な要因

現在地域活動支援センターへの送迎サービスは
行っていないが、公共交通機関を利用しなくて
は通所できないことが理由で、通所につながら
ない人が一定数いる。利用開始時だけでも、送
迎を行い手厚い支援を行う必要がある。
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◆目標達成状況（進捗状況は順調か）

改善ポイント

年間で37人の利用があったが、アンケ―トに回答があったのは半数弱の18人であり、また
利用者には日常的に通所している人から年に数回の人など利用頻度も様々であることから、
アンケート結果のみで成果を達成できたとは言えないが、主として精神障がい者の日中の
居場所として認知が広がってきていると考える。



６　課題分析

◆事業の方向性
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事業の方向性 コストの方向性

◆中長期の計画（　　　　　　を踏まえ具体的に記入）改善ポイント

拡充 維持 縮小/廃止



７　おわりに

◆外部評価実施者に助言をもらいたいことなど
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